【様式４】
申　立　書
令和　　年　　月　　日
（あて先）福岡市長

（法人所在地）
（法人種別・名称）
（代表者職・氏名）


　当法人は、次に掲げる事項について満たしていることを申し立てます。

記

（1） 応募時点で福岡市において指定特定相談支援事業又は指定一般相談支援事業を実施しており、かつ、相談支援従事者現任研修修了者修了者を配置している法人であること。
（2） 指定障がい福祉サービス事業者の指定に係る障害者総合支援法第36条第３項の規定に該当する者でないこと。
（3） 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者でないこと。
（4） この募集の公示日から受託候補者決定日までの間に、本市から福岡市競争入札参加停止等措置要領（以下「措置要領」という。）に基づく競争入札参加停止の措置又は排除措置を受けている期間がある者でないこと。
（5） この募集の公示日から受託候補者決定日までの間に、措置要領別表第１、第２及び第３の各号に規定する措置要件に該当する者でないこと。
（6） 次に掲げるものを滞納していないこと。
1 法人税
2 消費税及び地方消費税
3 市町村税
（7） 会社更生法に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定がなされ、競争入札参加の再認定を受けた者を除く。）、民事再生法に基づく再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定がなされ、競争入札参加の再認定を受けた者を除く。）、破産法に基づく破産手続開始の申立てがなされている者又は会社法に基づく特別清算開始の申立てがなされている者、手形交換所による取引停止処分を受けている者その他経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。
（8） 福岡市暴力団排除条例に規定する暴力団員若しくは暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。
